
自己評価基準

Ｓ すでに2020年度の目標数値を達成

Ａ 中間目標（2019年度目標）に対する達成率100％以上

Ｂ 中間目標（2019年度目標）に対する達成率80％以上100％未満（中間目標を概ね達成）

Ｃ 中間目標（2019年度目標）に対する達成率 80％未満 （中間目標を下回る）

― 現時点で達成度の判定ができない

１ 地域支え合い体制の構築（取りまとめ：介護予防係）

①地域での多様な主体による支援の創設

介護予防サポーター育成人数

85人 80人 81人

　高齢者の経験や能力を発揮し介護予防サポーターとしてボラン
ティア活動を行うことを支援し、高齢者の生きがいづくり、介護
予防を推進します。活動に対し換金できるポイントを付与してい
ます。

【Ｃの原因】
　2018年度に食事づくりのサポーター登録を廃止したことで、登
録者数が199人に減少しましたが、受入地域の増加に伴い、サ
ポーター登録数は増加しています。

介護保険事業計画（第７期・計画期間：2018～2020年度）に記載した取組と目標に対する実績と評価（2019年度実績）

数値目標なし 数値目標なし

(ウ）
地域支え合いネットワーク
の構築

　自治会、校区コミュニティ、ボランティア団体、民間事業者等
多様な主体が高齢者の介護予防、生活支援及び社会参加を推進し
ます。 数値目標なし 数値目標なし

事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績

（ア）
地域活動サポートセンター
事業「ゆい」

　地域等が高齢者に対して行う介護予防、生活支援及び社会参加
を促進します。地域のつどいの場支援のために介護予防運動サ
ポーターや介護予防音楽サポーター等を養成します。

(エ）
介護予防サポーター事業

2019年度
の目標値

数値目標なし

数値目標なし

数値目標なし

自己
評価

Ａ

Ａ

Ａ

数値目標なし 数値目標なし

（イ）
生活支援コーディネーター
の配置

　協議体が進める高齢者支援を推進します。

Ｃ

Ａ

(オ）
介護予防サポーター育成事
業

　地域のつどいの場や高齢者施設等で行われる運動や音楽活動等
を支援する介護予防サポーター（ボランティア）を養成します。
また、フォローアップ講座を行いサポーターの意識や技量の向上
を図ります。

介護予防サポーター年度登録数

350人 330人 238人

資料３－２
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

②地域での集い・活動の場の充実

　地域住民を主体とした子どもから高齢者までの健康づくりを推
進するため、健康づくりに関する取組や地域のあらゆる活動をつ
なぎ、仲間とともに健康意識を向上する拠点となる「ヘルス・ス
テーション」を推進します。

【Ｃの原因】
　本事業は地域住民主体の活動ですので、設置及び事業の実施に
至る過程は、地域の実情により異なります。2019年度の設置に向
けて協議を行った区はいくつかありましたが、設置及び事業の開
始に至った区はありませんでした。

健康づくり推進員人数

59人 54人 45人

延べ利用者数

4,000人 3,690人 3,999人

シルバー人材センター会員数

325人 320人 311人

シニアクラブ会員数

1,480人 1,470人 1,382人

ヘルス・ステーション事業実施箇所数

20か所 17か所 12か所

数値目標なし

(カ）
健康づくり推進員育成事業

　子どもから高齢者まで幅広い世代の市民（地域）の健康づくり
を支援する支援員を養成します。

Ｂ

Ｓ

(ク）
シルバー人材センター支援
事業

　高齢者の経験や能力を生かして、臨時的・短期的就労を行い、
生きがいづくり、社会参加を推進します。

Ｂ

(キ）
介護予防支援センター事業
（ふれあいセンター「り
ん」）

　概ね60歳以上の市民を対象に木工・革細工などのメニューを提
供し、介護予防や社会参加を推進します。

Ｂ

(コ）
地域ケア会議の充実

　地域の支援者を含めた多職種で構成される「地域ケア会議」を
開催します。「地域ケア個別会議」（月２回）と、市全体の政策
形成を行う「地域ケア推進会議」（年１回）で構成しています。 数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

(ケ）
シニアクラブ活動支援事業

　地域の高齢者が互いに親睦を深めるとともに、介護予防の推進
やボランティア活動等を行うことで生きがいづくり、社会参加を
推進します。また、シニアクラブのネットワークを生かした、見
守り活動や日常生活支援活動も行います。

Ａ

(シ）
ヘルス・ステーション事業
の推進

Ｃ

(サ）
介護予防把握事業

　閉じこもり等の何らかの支援を要する高齢者を早期に把握し、
対象者の状況に応じた介護予防活動につなげます。また、地域と
の連携及びまちづくり出前講座等を活用し、地域における早期把
握の担い手となる人材の育成に取り組みます。

数値目標なし 数値目標なし
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

　介護予防の推進を図るため、地域団体が行う介護予防活動及び
介護事業所等が行う研修会等に、リハビリや介護の専門職を派遣
し、地域に合った自主活動の場が増えるよう支援していきます。

【Ｃの原因】
　住民主体の通いの場を支援する事業であり、2019年度は取組を
希望する地域団体が少なったためです。

　概ね60歳以上の市民の介護予防や多世代交流を推進する場を提
供します。

【Ｃの原因】
　新型コロナウイルス感染症予防対策として利用団体の自粛が始
まり、令和2年3月に施設の利用を中止したためです。

　概ね60歳以上の市民を対象に、レクリエーションや手芸等のメ
ニューを提供し生きがいづくり、居場所づくりを推進します。

サロン開催回数

970回 960回

延べ利用者数

3,340人 3,320人 3,486人

延べ参加者数

13,200人

（チ）
介護予防・活動支援事業
（「しゃんしゃん」）

12,900人 11,158人

新規開設箇所数

5か所 5か所 2か所

見守り活動実施人数

1,690人 1,670人 1,705人

　サロン活動は、高齢者のみならずあらゆる世代の人が気軽に集
い、地域住民同士の交流、つながりを深め、顔なじみの関係を築
き、ちょっとした困りごとを、ご近所、地域で支え合える地域づ
くりを構築します。【福祉員活動人数】

（セ）
地域リハビリテーション活
動支援事業

1,022回

福祉員活動人数

430人 420人 405人

延べ利用者数

940人 920人 600人

Ｓ

Ｃ

（ソ）
サロン活動・生活支援の充
実

　サロン活動は、高齢者のみならずあらゆる世代の人が気軽に集
い、地域住民同士の交流、つながりを深め、顔なじみの関係を築
き、ちょっとした困りごとを、ご近所、地域で支え合える地域づ
くりを構築します。【見守り活動実施人数】

Ｃ

Ａ

　サロン活動は、高齢者のみならずあらゆる世代の人が気軽に集
い、地域住民同士の交流、つながりを深め、顔なじみの関係を築
き、ちょっとした困りごとを、ご近所、地域で支え合える地域づ
くりを構築します。【サロン開催回数】

Ｓ

Ｂ

Ｂ

(ス）
介護予防活動の普及・啓発

　地域の公民館等つどいの場で行われている運動・音楽等活動を
支援し介護予防を推進します。「いきいきボールンピック」、
「活き生き音楽交流会」等を開催します。

（タ）
高齢者生きがいづくり支援
事業（「えんがわ」）
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

③自主的な介護予防の推進

２ 相談支援の推進（取りまとめ：包括支援センター係）

①地域包括支援センター機能の推進

　介護予防や健康意識の向上に資する知識や技能を学ぶ講座を開
催します。

【Ｃの原因】
　新型コロナウイルス感染症予防対策として、講座を中止したた
めです。

1,185件 1,129件 1,317件

参加シール配布枚数

13,500枚 13,000枚 25,908枚

延べ参加者数

200人 170人 0人

相談件数

年間開催件数

65回 60回 45回

　概ね60歳以上の市民に対し、複雑な社会に対応しながら生きが
いを持って暮らすことに必要な情報やヒントを提供します。

【Ｃの原因】
　新型コロナウイルス感染症予防対策として、講座を中止したた
めです。

（ツ）
健康や介護に関する講座の
推進

Ｃ

（テ）
特定健診・保健指導等の推
進

　特定健診の受診勧奨により受診機会を増やします。保健指導を
実施することにより、自らの健康状態を知る機会として積極的に
推進します。また、歯科検診の受診勧奨を推進します。 数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（ト）
高齢者外出促進事業

　高齢者の閉じこもり予防や社会参加の促進のために概ね60歳以
上の市民を対象に、地域や行政のイベントに参加しシールを集
め、５枚集まると賞品に応募でき、抽選で当たります。 Ｓ

Ｃ

（ア）
高齢者総合相談事業

　社会福祉士、保健師、主任ケアマネジャーが中心となり、地域
や関係機関と連携して、高齢者に関する相談・支援を行います。
また、まちづくり出前講座や公民館活動等の場に出向き、地域包
括支援センターの周知を行います。

Ｓ

（ナ）
高齢者ライフプランニング
事業

数値目標なし Ａ

（イ）
高齢者虐待対策事業

　虐待対応マニュアル等を活用し、虐待の背景を探りながら、本
人の安全確保や家族等への支援を含め、対応や専門機関の支援へ
つなぎを行います。また、早期に発見できるよう、関係機関や地
域との連携、相談窓口の周知や虐待防止に向けた啓発活動を行い
ます。

数値目標なし 数値目標なし
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

３ 認知症施策の推進（取りまとめ：包括支援センター係）

①認知症早期対応体制の推進

9件

もの忘れ相談ルーム利用者数

170人 160人 39人

数値目標なし

　介護サービス事業所の相互連携や資質の向上を目的とした自主
運営の5つのネットワークが構築されています。ネットワークの
合同研修会等の支援を行い、各事業所との連携を図ります。ま
た、ケアマネジャー等への助言や個別の相談対応を行います。
【Ｃの原因】
　ケアマネジャーの相談に関しては、地域包括支援センターをは
じめ介護保険係での対応や地域ケア個別会議での相談対応を行っ
ており、随時の相談件数としては減少しています。

　認知症への理解を促進し、認知症の早期発見のための取組とし
て、まちづくり出前講座を行います。また、もの忘れ相談ルーム
で、タッチパネルによるもの忘れのチェックを行い、結果に応じ
たアドバイスをし、専門医療機関につなぎます。

【Ｃの原因】
　健康福祉まつりの来場者が減少したことと併せてブースへの参
加者が減少したためです。

（ウ）
介護サービス事業所との連
携

Ｃ

ケアマネジャーからの相談件数

501件 454件 331件

Ａ

（ア）
認知症地域支援推進員の活
動

　認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供の実施
に向けて、医療機関や介護サービス及び地域の支援機関の連携支
援や、認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行います。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（エ）
地域包括支援センター事業
評価

　センター自らがその取組を振り返り、センターの運営や活動に
対する点検や評価を定期的に行っていくことで、公平性・中立性
の確保や効果的な取組の充実を図るとともに、不十分な点につい
ては改善に向けた取組を行うことで、一定の運営水準を確保しま
す。

数値目標なし 数値目標なし

Ｓ

（ウ）
認知症早期発見事業（出前
講座、もの忘れ相談ルー
ム） Ｃ

（イ）
認知症初期集中支援チーム

　認知症サポート医、チーム員等が、認知症の疑いがある人やそ
の家族等を訪問して現状や課題を把握し、初期の支援を行い、自
立に向けた生活のサポートを行う認知症初期集中支援チームを設
置し、対象者の支援を行います。

対象者支援件数

5件 5件
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

②認知症の人を取り巻く支援体制の推進

登録者数（徘徊の可能性がある人）

25人 22人 31人

認知症サポーター累計人数

9,400人 8,600人 9,702人

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし

　認知症の人やその介護者、地域住民、医療や介護の専門職が気
軽に集い、交流する場として、「認知症カフェ」を設置します。

　成年後見に関する一定の知識や技術、姿勢を身に付けた市民が
後見活動を行う「市民後見人」の養成をしています。養成後は、
フォローアップ研修等を行い、知識・技術の研鑽に努めます。

（カ）
認知症サポーターキャラバ
ン事業

　認知症の人や介護者を支援する、キャラバン・メイト及び認知
症サポーターを育成しています。古賀市キャラバン・メイト連絡
会「橙」が中心となり、市民、市内企業等を対象とした認知症サ
ポーター養成講座の開催や小中学生を対象とした認知症ジュニア
サポーター養成講座を実施しています。

Ｓ

Ａ

（ク）
成年後見制度利用支援事業

　本人が申立てできず申立をする親族もいない場合、市長による
成年後見申立を行い、本人の経済状況により申立費用と後見人等
に対する報酬の助成を行います。また、市広報、まちづくり出前
講座等により、成年後見制度の普及、推進を図ります。

Ａ

（キ）
認知症カフェの推進

（ケ）
市民後見推進事業

8ヶ所 5ヶ所 5ヶ所

延べ市民後見人養成研修修了者数

54人 54人 48人

延べ開設箇所数

Ｂ

数値目標なし Ａ

（オ）
認知症高齢者等徘徊ＳＯＳ
ネットワーク事業

　徘徊のおそれがある人の事前登録と、登録した人が行方不明に
なった際に捜索協力のメール配信を行う事業を、警察署と連携し
て広域で行っています。引き続き、地域や事業所、認知症サポー
ター等と連携して、地域のネットワークづくりを継続していきま
す。

Ｓ

（エ）
認知症ケアパスの周知

　認知症の進行状態に応じた支援やサービスをまとめた認知症ケ
アパスを、市民及び介護事業者に配布し、認知症の人が地域で生
活するための基盤づくりと、認知症の人が自分の力を活かし地域
の中で暮らしていくためのケアマネジメントの支援につなげま
す。

数値目標なし 数値目標なし
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

４ 地域での生活を支える医療・介護・福祉サービスの整備（①、②：包括支援センター係、③、④：介護保険係、⑤、⑥：介護予防係）

①在宅医療・介護連携の推進

②介護予防・生活支援サービスの充実

利用件数

2,210件 2,106件 2,288件

数値目標なし

数値目標なし

数値目標なし

（ウ）
医療・介護連携に関する関
係市町との連携

　切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築に向け、共通の
情報共有の方法など、広域での連携が必要な事項について、地域
の実情に応じた検討を行います。
　また、検討にあたっては、他市町、保健福祉事務所や医師会と
の連携を図ります。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

　医療・介護の関係機関が連携して、包括的・継続的な在宅医
療・介護の提供を行い、医療と介護の連携体制の構築を図りま
す。また、コスモスネットと連携し、医療・介護連携に関する専
門職員への研修を定期的に開催し、関係者同士の関係づくりの支
援を行います。

Ａ

（オ）
看取りに関する普及啓発

　看取りに関する知識や意識を深めるための市民を対象とした啓
発などを実施し、誰もが看取りについて考え、選択できるような
取組を検討していきます。
　2019年度は、市民啓発を目的に、令和元年12月5日リーパスプ
ラザこがにて「看取りについて」をテーマに講演会を実施しまし
た。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（エ）
とびうめネットの普及

　福岡県医師会診療情報ネットワーク「とびうめネット」は、福
岡県医師会を通じて在宅の高齢者等の医療情報などを二次病院と
情報共有し、入院が必要になった場合に安心して入院医療を受け
られるしくみです。今後は、退院後の在宅での暮らしに、入院中
の情報を活かすことも検討していきます。

数値目標なし 数値目標なし

数値目標なし 数値目標なし Ａ

Ａ

（イ）
医療・介護連携に関する普
及啓発

　まちづくり出前講座や啓発チラシ等により、市民が在宅で受け
られる医療や介護、看取りに関する情報について、周知を行うこ
とで、相談機関やサービスの情報を提供します。 数値目標なし 数値目標なし

（ア）
多職種連携の充実

Ｓ

（カ）
訪問型サービス事業

　訪問介護員等が行う身体介護や生活援助のほか、シルバー人材
センター等が行う生活援助サービス、保健師等が訪問指導等を行
う短期集中予防サービスといった多様な訪問型サービスを行いま
す。また、生活援助サービスの担い手の育成や、多様な訪問型
サービスの充実に取り組みます。
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

③介護保険サービスの適正な運用

8,720件 8,305件 7,739件

実地指導事業所数

9事業所 13事業所 30事業所

利用件数

4,856件 4,625件 4,441件

マネジメント件数（要支援者+事業対象者）

（ス）
介護サービスに関する啓発
と情報提供

　介護保険制度、介護サービスの利用方法、サービス内容や介護
サービス事業所等に関する情報提供は、パンフレット等の作成や
市ホームページへ掲載するとともに、まちづくり出前講座や各種
団体への説明会などにより行っています。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（サ）
低所得者等の負担軽減

　介護（介護予防）サービス費用の負担が困難な要介護（支援）
認定者に対し、負担軽減を行う制度を実施します。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

Ａ

（ケ）
介護給付適正化事業

　介護保険事業の適正な運営を図るため、要介護（支援）認定調
査状況の確認や保険給付状況の点検（住宅改修等の点検、縦覧点
検、医療情報との突合）、ケアプランの点検、介護給付費通知
（年に2回）を実施します。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（コ）
事業所実地指導

　市が指定する事業所に赴き、サービスの提供について確認・助
言等を実施します。また、介護報酬改定等の制度改正や実地指導
の指摘事項等について説明する集団指導を年1回実施します。

Ｓ

（キ）
通所型サービス事業

　通所介護事業者によるサービスのほか、民間事業者・市民活動
団体・ボランティア等が行う通いの場、生活機能改善を行う短期
集中予防サービスといった多様な通所型サービスを行うととも
に、多様な通所型サービスの充実に取り組みます。 Ａ

（シ）
新たな介護保険施設の創設

　2019年度までに市内の介護療養型医療施設180床のうち19床が
医療病床に、120床が介護医療院に転換しました。残りの41床は
2024年3月までに医療病床への転換を検討中であり、動向を随時
把握していきます。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし

Ａ

（ク）
介護予防ケアマネジメント
事業

　自立支援を目的として、その心身の状況、置かれている環境そ
の他の状況に応じて、訪問、通所、その他の生活支援サービスの
他、一般介護予防事業や市の福祉施策、民間企業により提供され
る生活支援サービスも含め、状況に合った適切なサービスが提供
されるよう、必要な支援を行います。
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

④地域密着型サービスの充実

⑤在宅生活の継続支援

　2019年度に、認知症対応型共同生活介護を2ユニット（18
床）、認知症対応型通所介護を1か所整備しました。また、平成
27～29年度計画の継続として、地域密着型介護老人福祉施設1か
所（29床）を開設しました。

数値目標なし

認知症対応型共同生活介護の定員床数

99床 99床 99床

認知症対応型通所介護の事業所数

1事業所 1事業所 1事業所

利用者数

87人

　民生委員、福祉会等の市民による見守りに加え、市内のさまざ
まな事業者が、日常の配達業務などでひとり暮らし高齢者等の異
変を察知した時に市へ通報する活動について、市と協定書を結ん
でいます。

（2019年度）協定事業所：37事業所、協定事業所情報交換会の実
施

数値目標なし

（セ）
地域密着型サービスの整備
促進 Ａ

Ａ

数値目標なし Ａ

（タ）
災害時要援護者対策事業

　災害時に自力での避難が困難な避難行動要支援者の「要援護者
台帳」への登録を進め、自主防災組織等の避難支援団体による要
援護者の円滑な情報伝達や避難誘導を行っています。また、作成
された個別計画書を保管する、安心安全キットを配布していま
す。

数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（ソ）
ひとり暮らし高齢者等見守
り活動

Ｂ

（ツ）
在宅高齢者介護用品（紙お
むつ）給付事業

　在宅で生活する要介護認定者（要介護3以上）の介護者の負担
を軽減するため、紙おむつの給付を行います。（給付上限額、所
得要件あり） Ｂ

（チ）
社会福祉協議会による権利
擁護事業

　福祉サービスの利用や各種手続き等に関する相談・支援や日常
生活の支払に関する金銭管理、また、重要書類や印鑑の預かり等
を行っています。今後も、成年後見制度における法人受託や市民
後見人の育成を通した市民による支え合いシステムの充実に向
け、連携を図っていきます。

1,650件 1,600件 1,595件

86人 79人

延べ利用件数
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

⑥福祉サービスの実施

　70歳以上のひとり暮らしの高齢者に対して、救急時の通報や日
常生活の相談のために緊急通報装置を設置し、コールセンターで
看護師等専門家が対応します。希望者には人感センサーを設置し
見守りを充実します。

【Ｃの原因】
　民生委員、シニアクラブ、福祉会等の見守り活動が充実してい
ること、新聞等配達や電気・ガス・水道検針等をとおした見守り
ネットワークが充実してきたこと、入院・入所等によりサービス
を止める件数が新規申請件数より多いことが原因と考えられま
す。

設置者数

160人 140人 84人

　介護者等を対象とした、要介護（支援）認定者が安心して在宅
や施設等にて生活を行うための情報提供を目的とした出前講座を
開設します。また、在宅生活を支えるサービスに関して、市広報
等を活用し、市民に周知を図ります。

【Ｃの原因】
　既存の出前講座にて介護サービス等についての情報提供を行っ
たが、新型コロナウイルス感染防止による講座の中止もあり、十
分な周知が図れませんでした。

　環境上及び経済的理由により在宅での生活が困難な（おおむね
要介護認定がない）高齢者を保護の要否を入所判定委員会に諮っ
た後、必要な場合は老人ホームに措置します。

【Ｃの原因】
　新規申請がなかったためです。

数値目標なし

（ヌ）
養護老人ホーム入所措置事
業

Ｃ

（ナ）
介護を行う家族等の支援

　介護を行う家族の不安を軽減するため、在宅医療・介護に関連
する情報提供や介護保険サービスの周知、家族介護者交流会など
の取組を推進していきます。 数値目標なし 数値目標なし 数値目標なし Ａ

（ニ）
介護離職ゼロに向けた取組

数値目標なし 数値目標なし

入所措置者数

2人 2人 1人

Ｃ

Ｃ

（ト）
安否確認緊急対応コール事
業

Ｃ

（テ）
配食サービス事業

　食事の調達や調理が困難で定期的な安否の確認が必要な高齢者
及び障がい者に対し、栄養のバランスがよい弁当を宅配ししま
す。

【Ｃの原因】
　安価な弁当の配達にあわせて見守りを行う民間宅食業者を利用
する高齢者が増えていることや、入院・入所等によりサービスを
止める件数が新規申請件数より多いことが原因と考えられます。

延べ配食数

9,500食 9,400食 5,391食
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事業・取組 概要及び自己評価がＣの場合の原因
2020年度
の目標値

2019年度実績
2019年度
の目標値

自己
評価

（ヒ）
老人の日記念品代贈呈事業

　市内に居住する88歳、100歳以上の高齢者に対して、敬愛の意
を表し、長寿を祝福することを目的として記念品を贈呈します。

数値目標なし ―

Ｂ

【Ｃの原因】
　2019年度は対象者がいませんでした。

Ｓ

一時保護者数

2人 2人 0人

交付人数

450人 450人 470人

贈呈人数

　虐待、家族等による介護が困難な高齢者の継続的な対応を決定
する期間、一時的に老人ホームに入所させることで、保護しま
す。

330人 310人 269人

（ハ）
在日外国人高齢者福祉給付
金支給事業

　昭和57年の国民年金法改正により国民年金を受給できない日本
に在留する外国人に対し、給付金を支給し、福祉の増進を図って
います。2019年度は対象者がいませんでした。 数値目標なし 数値目標なし

（ノ）
はり・きゅう施術料助成事
業

　65歳以上の高齢者に対し、はり・きゅう施術料の一部を助成す
ることにより、安らぎを付与する事業を行います。

Ｃ

（ネ）
緊急一時保護事業
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